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市民部 健康保険課 

 

議案第 65 号 

盛岡市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改定の趣旨 

  給与等の支払いを受けている新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に対し，傷病手

当金を支給しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

国民健康保険法（昭和33年法律第 192号）第58条第２項に基づき，傷病手当金の支給に必要な

要件を規定する。 

(1) 対象者 

   給与等の支払いを受けている国民健康保険被保険者のうち，新型コロナウイルス感染症に感

染した者又は発熱等の症状があり感染が疑われる者 

(2) 支給対象となる日 

労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日以後の労務に服するこ

とができない期間のうち労務に服することを予定していた日 

(3) 支給額 

   直近の継続した３月間の給与収入の合計額を就労日数で除して得た金額の３分の２の額（※）

に支給対象となる日数を乗じた額 

※ 健康保険法第40条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額の30分

の１に相当する額の３分の２に相当する額を上限とする。 

(4) 適用期間 

   上記(2) の支給対象となる日が，令和２年１月１日から規則で定める日（令和２年９月30日

の予定）までの間に属し，療養のため労務に服することができない期間（入院が継続する場合

は，最長１年６月）。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

４ その他 

後期高齢者医療に係る傷病手当金については，岩手県後期高齢者医療広域連合の条例改正後に， 
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専決処分により盛岡市後期高齢者医療に関する条例第２条「市において行う事務」の中に当該支

給事務を加える改正を予定している。 
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財政部 市民税課  

資産税課  

市民部 健康保険課 

 

議案第 66 号 

専決処分につき承認を求めることについて（盛岡市市税条例の一部を改正する条例） 

 

１ 改正の趣旨 

第 201回通常国会において「地方税法等の一部を改正する法律案」が，可決，成立し公布され

たことに伴い，盛岡市市税条例の一部を改正する必要が生じたことから，地方自治法（昭和22年

法律第67号）第 179条第１項の規定に基づく専決処分により改正したものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 個人市民税関係 

  ア 令和３年度から寡夫及び単身児童扶養者（ひとり親）に対しても特別寡婦と同一要件によ

る30万円の所得控除が予定されていることから，給与所得者及び年間所得が38万円以上とな

る公的年金等受給者が毎年最初の給与等の支給を受ける前日までに提出することとされてい

る「扶養親族申告書」において，単身児童扶養者である場合に記載する欄の記入を要しない

こととする。 

イ 肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例の期限を３年延長し令和６年度ま

でとする。 

ウ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の

特例の期限を３年延長し令和５年度までとする。 

エ その他 法令等の改正に伴う引用条項の整備等を行う。 

(2) 固定資産税・都市計画税関係 

ア 日本郵便株式会社が所有する固定資産のうち日本郵政公社から承継された固定資産に係る

課税標準の特例措置廃止に伴い条項を改める。 

イ 地域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）について 

(ｱ) 公害防止用設備に係る固定資産税の課税標準の特例について，対象となる装置等の見

直し（有機溶剤を使用するドライクリーニング機に係る活性炭利用吸着式処理装置の適

用対象の除外等）により条項を改める。 

(ｲ) 再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準の特例について，対象となる

発電設備（出力 5,000kw以上の水力発電設備）の特例割合を３分の２から４分の３に改め

る。 
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ウ その他 法令等の改正に伴う引用条項の整備等を行う。 

(3) 市たばこ税関係 

 輸出等にかかる市たばこ税の課税免除の適用について，申告書への課税免除事由に該当する 

ことを証する添付書類を不要とする等，手続きの簡素化を行う。 

(4) 国民健康保険税関係  

 ア 基礎課税額に係る課税限度額を現行の61万円から63万円に引き上げる。 

介護納付金課税額に係る課税限度額を現行の16万円から17万円に引き上げる。 

後期高齢者支援金等課税額については，現行のまま据え置きとなる。 

区 分 改正前 改正後 

基礎課税額（医療給付費等課税額） 61万円 63万円 

後期高齢者支援金等課税額 19万円 変更なし 

介護納付金課税額 16万円 17万円 

 イ 低所得者に対する保険税軽減の対象世帯を拡大する。 

前年の所得が基準以下の世帯に対しては，均等割額と平等割額が軽減される。 

区 分 改正前 改正後 

７割軽減 33万円 変更なし 

５割軽減 33万円＋28万円×被保険者数 33万円＋28.5万円×被保険者数 

２割軽減 33万円＋51万円×被保険者数 33万円＋52万円×被保険者数 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 
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保健福祉部 企画総務課 

 

議案第 67 号 

専決処分につき承認を求めることについて（盛岡市新型インフルエンザ等対策本部条例の一部を改

正する条例） 

 

１ 改正の趣旨 

新型コロナウイルス感染症に係る新型インフルエンザ等対策本部の名称に関する特例を設ける 

ため，盛岡市新型インフルエンザ等対策本部条例（平成25年条例第21号）に附則を追加し，一部

改正するもの。 

 

２ 改正の内容 

新型コロナウイルス感染症に対応するための対策本部を「新型コロナウイルス感染症対策本部」 

と称するもの。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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